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1. はじめに
先進資本主義国における階級構成変化の研究において，大半の先進資本主義国における労働
・労働組合運動が，複雑で困難な過程をたどりつつも，労働者階級の比重の増大によって，そ
の社会的基盤が拡大されてきた事が明らかにされている。確かに， 1960年から1980年にかけて
の労働者階級及び実労働者総数の絶対数の推移を見ると，カナダ，日本，アメリカ合衆国，ノ
ルウエー，オーストラリア，オーストリア，ベルギー，ポルトガル，西ドイツのいずれの先進
資本主義国も労働者階級の絶対数及び実労働者総数を増大させてきてい2;
しかしこうした先進資本主義国にあって，イギリスのみが， 196ο年から1980年にかけて実
労働者総数が減少しかっ，労働者階級の全階級構成に占める比率が，徴低下を示している。
また，イギリスの階級構成変化は，先進資本主義15カ閏平均と比較して特徴的な変化がみられ
る。それは， 1960年から1980年のイギリスの階級構成変化が，先進資本主義国15カ国平均と比
べて，①全階級の中での労働者階級の構成比が高位であり，⑦労働者階級を構成するホワイト
カラー労働者の比率上昇とブルーカラー労働者の比較低下が顕著であり，また，①自営業者の
比率低下と管理職の比率の上昇が顕著であった。更に， 15カ国平均では，中間層の構成比は低
下しているが，イギリスの中間層の構成比は上昇している。とうしたイギリスの階級構成変化
は，イギリスの資本主義が早くに生成・発展しただけに，他の先進資本主義国に比べて，先進
的要素を含んでいると言える。
問題は，とうしたイギリスの特徴的な階級構成変化に左もなって， 1960"-'90年代のイギリス
の労働・労働組合運動がどのように変化をとげたかである。そこで，本稿では，第ーに，イギ
(1)石田和夫「イギリスの階級構成変化と企業労働一一主要先進資本主義固とイギリスの比較分析
一一J Ii商学論究JI (関西学院大学商学研究会〉第36巻第 4 号、 198θ年 3 月、 139ページ参照。
(2) 石田和夫、前掲書。
(3) 石田和夫、前掲書、 150"-' 151ページ参照。
(4) イギリスの階級構成変化の一般性と特殊性を、主要先進資本主義国との比較から分析した研究とし
ては、石田和夫「階級構成変化と企業労働一一主要先進資本主義国とイギリスの比較分析一一」長谷
川治清・渡辺峻・安井恒則編『ニューテクノロジーと企業労働』大月書店、 1991年、参照。
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リスの階級構成変化にともなって，労働・労働組合運動の主たる担い手たるイギリス労働組合
組織の構成員数・組識率・内部構成がどのように変化をとげてきたか，の解明に努めるととも
に，第二に，イギリス労働組合の構成員数の増減を引き起こした直接的な作用要因を明らかに
し第三に，イギリス労働組合の内部構成の変化(ホワイトカラー労働者・女子労働従業者の
組合員の増大〉が，どのようなイギリスの経済的構造・就業構造の変化や時の政権の政策に導
かれて，形成されたかについて解明をおこないたい。
特に，本稿では， 1980年以降のイギリスの労働組合の構成員数の減少に着目して，考察を行
う事としたい。それは， 1979年に，サッチャ一保守政権が誕生して以来，労働組合活動への法
的規制等の労働組合政策が展開されている。それ故，①どのような労働組合政策によって，イ
ギリス労働組合の構成員数が減少したのか，①どのような労・資の戦略と取り組みがなされた
のか，を探る事は，イギリス労働組合の今後を展望する上で重要な事柄のひとつであると考え
られる。
本稿において， 1960年代から1990年代にかけてのイギリス労働組合組織の変化を，イギリス
の労働組合の構成員数・内部構成の変化とその経済的・政治的作用要因を見ることを通して，
多少ななりとも解明できれば幸いである。
1. イギリスの全労働組合の構成員総数・組織率の変化と階級構成変化
ここでは， 1960-80年代のイギリスの階級構成変化とイギリスの労働組合組織の構成員総
数・組合の組織化可能な労働従事者数・組合組織率の変化との関連性について，考察をおこな
し、Tこし、。
最初に， 1960-86年のイギリスの全労働組合の構成員総数・組織率の変化について見ること
にしたい(表 1 参照)。
まず，全労働組合の構成員総数の変化について見てみると， 1960年から 1979年にかけては，
1966年， 1967年， 1971年などの構成員総数の減少の時期を除けば，増加傾向を示し続けている。
それが， 1980年以降，減少傾向に転じ 1986年までに， 311万 4 千人も減少を見ている。これ
に対して，全労働組合の組織化可能な労働従事者数(Potential Union Menbership)は， 1960 
年から1965年まで増大しつづけたが， 1966年から1971年には，減少傾向に転じている。しかし
1975年以降は，再び，増加傾向に転じ， 1981年及び1982年の減少の時期を除けば，増加傾向を
示し続けている。次に，全労働組合の組織率の変化について見ると， 1960年から 1962年にかけ
て，労働組合の組織率は低下しているが， 1963年から 1978年までは， 1966年， 1973年の一時的
な減少の時期を除けば，増加傾向を示し続けてきた。それが， 1979年以降は，一貫して，低下
している。
( 5) Richard Hyman, The Political Economy af lndustrial Relations:Theory and Prctice in a Cold 
Climate, Macmil1an, 1989, p.234. 
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表 1 : 1960-86年におけるイギリス労働組合の構成員数と組織率の変化
年 組(単合位構10成00員人数> 年変化率 組織化可能な数 年変化率 組織率 年変化率
% (単位1000人〉 % % % 
1960 9835 22229 44.2 
1961 9916 +0.8 22527 +1.3 44.0 -0.5 
1962 10014 +1.0 22879 +1.6 43.8 -0.5 
1963 10067 +0.5 23021 +0.6 43.7 -0.2 
1964 10218 +1.5 23166 +0.6 44.1 +0.9 
1965 10325 +1.0 23385 +0.9 44.2 +0.2 
1966 10259 -0.6 23545 +0.7 43.6 -1.4 
1967 10194 -0.6 23347 -0.8 43.7 +0.2 
1968 10200 +0.1 23203 -0.6 44.0 +0.7 
1969 10479 +2.7 23153 -0.2 45.3 +3.0 
1970 11187 +6.8 23050 -0.4 48.5 +7.1 
1971 11135 -0.5 22884 -0.7 48.7 +0.4 
1972 11359 +2.0 22961 +0.3 49.5 +1.6 
1973 11456 +0.9 23244 +1.2 49.3 -0.4 
1974 11764 十2.7 23229 +0.4 50.4 +2.2 
1975 12026 +2.2 23587 +1.1 51. 0 +1.2 
1976 12386 +3.0 23871 +1.2 51. 9 +1.8 
1977 12846 +3.7 24069 +0.8 53.4 +2.9 
1978 13112 +2.1 24203 +0.6 54.2 +1.5 
1979 13447 +2.6 24264 +0.3 55.4 十2.2
1980 12947 -3.7 24632 +1.5 52.6 -5.1 
1981 12106 -6.5 24551 -0.3 49.3 -6.3 
1982 11593 -4.2 24170 -1.6 48.0 -2.7 
1983 11337 -2.2 24032 -0.6 47.2 -1.7 
1984 11086 -2.2 24194 +0.7 45.8 -3.0 
1985 10716 -3.3 24698 +2.1 43.4 -5.3 
1986 10333 -3.6 24822 +0.5 41. 6 -4.1 
〈資料) R. Hyman, The Politic(J! Economy 01 lndustrial Relations:・ Theory and Practice ina Cold 
Climate, Macmi11 an, 1989, pp.231・2. より作成。
上記のように， 1960-86年にかけてのイギリスの全労働組合の構成員総数・組織率の変化は，
1960ー79年までの増加局面と 1979---'-86年の低下局面にわけることができょう。上記の諸変化に
おいて，着目すべき点は， 196か-80年にかけて，先に述べたように，イギリスの実労働者総数
が減少したにもかかわらず，イギリスの全労働組合の構成員総数が増加している点である。こ
こでは，まず，なぜこのような変化がおきたかについて，その理由を探ることにしたい。
その理由としては，第ーに，イギリス企業の国際的競争力の低下にともなって，失業者数が
増大し実労働者総数を減少させたが，イギリスの労働組合の場合，職種別・産業別に構成さ
れているため，失業が即，組合の脱退とならないため，組合員数減少の歯止めとなった，第二
に，ホワイトカラー労働者の組合が結成され，多数のホワイトカラー労働者が，労働組合の構
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成員となった，第三に，女子の社会的進出がすすみ，多数の女子労働従事者が生まれ，労働組
合の構成員となった。第四に，管理職組合が結成きれ，多数の管理的職業従事者が，イギリス
の組合構成員となった，などがあげられよう。
次に， 1960年-80年のイギリスの階級構成変化にともない，イギリスの労働組合が変化 Ltこ
大きな点として，労働組合の内部構成の変化を指摘しておきたい。労働者階級内でのホワイト
カラーの内部構成比率は， 1960年に32.26%であったが， 1980年には45.69%に増大している。
これに対して，ブルーカラー労働者の労働者階級内での内部構成比率は， 1960年に67.74%であ
ったが， 1980年には， 54.21%に減少している。このような労働者階級内でのホワイトカラー
労働者の比率の上昇・ブルーカラー労働者の比率の低下にともなって，イギリスの労働組合は，
次のようにその内部構成を変化させている。全労働組合員中におけるホワイトカラー労働者の
内部構成比率は， 1968年に31. 5%であったが， 1979年に40. 3%に増大している。それに，反し
て，ブルーカラー労働者の内部構成比率は， 1968年に68.5%であったのが， 1979年には， 59.7 
%に減少している。問題は，このような内部構成変化が，どのようなイギリスの経済・就業構
造の変化や時の政権の政策に基づいて，おとったかである。
それゆえ，内部構成変化の主要な 2 つの側面(ホワイトカラー労働組合員の増大と女子労働者
の組合員の増犬〉を引き起こした経済・就業構造の変化等の背景を，次章において解明したい。
11. 1960年一79年の女子労働従事者・ホワイトカラー労働者の労働組合員の増大
まず， 1960年から1979年にかけてのイギリスの全労働組合の構成員総数の増大を，引き起こ
した直接的な作用要因について考察をおとなたい。
1960年から1979年にかけてのイギリスの全労働組合の構成員総数の増大をひきおこした作業
要困としては，様々な政治的・経済的要困が考えられるが，直接的な作用要困としては，先に
述べたように従来組織率が低位であったホワイトカラー労働者の組合員と女子労働従事者の労
働組合員の薯しい増犬をあげると左ができょう。 1960年代から1970年代末におけて，男子の労
働組合員やブ、ルーカラー労働者の労働組合員数も増犬しているが，ホワイトカラー労働者の労
働組合員及び女子従事者の労働組合員は，その数を著し〈増犬させている(表 2 ・ 3 参照)。例
(6) イギリスでは、管理的・専門的労働者の組合への組織化が、 1960年代後半からすすんでいる。 G.
ノミンパーによれば、イギリスでは、 1980年までに管理職及び専門的労働者の25%が労働組合に所属し
ていたが、管理職及ひ。専門的労働者の組合への組織化は、公共部門と民間部門では対照的であった。
例えば、 M. プールらの1980年のサンプル調査によれば、公共部門において管理職及び専門的労働者
の 60%が労働組合に加入していたのに対して、民間部門の管理職・専門的労働者の8.9%が組合に加
入してたのにすぎなかった。
(G.Banmber， o，ρ.cit. ， p.7,; M.Poole et al.,“Why Managers Join Union: Evidence from 
Britain, "lndustrial Relatians. Vol. 17. 1978. No.3. p. 361.) 
(7) 石田和夫、前掲書、 151~156ページ参照。
(8) Richard Hyman. 0，ム . cit. p.233. 
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表 2 :性別によるイギリス労働合員数と組織率
男 子 女 子
年 労働〈単組位合10構0成0人員〉数 I 組織化可能な数fl 組織率 労働(単組位合1構00成0人員〉数 I 組(織化可能人な〉数 I 組織率(単位1000人 % 単位1000}..) I % 
1965 7610 14777 51. 5 2132 8119 26.3 
1968 7428 14452 51. 4 2265 8251 27.5 
1970 7994 14177 56.4 2634 8363 31. 5 
1973 8036 13945 57.6 2899 8790 33.0 
1974 8151 13809 59.0 3062 9010 34.0 
1975 8272 13920 59.4 3329 9122 36.5 
1976 8492 14069 60.4 3462 9257 37.4 
1977 8675 14085 61. 6 3608 9431 38.3 
1978 8490 14074 63.5 3639 9561 38.1 
1979 8866 13974 63.4 3837 9708 39.5 
1985 7458 14164 52.7 3258 10524 31. 0 
(出所) R. Hyman, The Political Economy 01 lndustrial Relations ,' Theory and Practice in aCold 
Climate, Macmil1an, 1989, p.233. 
えば，女子労働従事者の組合員の変化を見ると， 1965年から1979年にかけて， 170万 5 千人増
大している。また，ホワイトカラー労働者の労働組合員の変化を見ると， 1968年から1979年に
かけて，約206万 9 千人も，増大している。
表 3 :ブルーカラー労働者・ホワイトカラー労働者別イギリス労働組合構成員数と組織率
年
ブルーカラー労1)働者
(Manua ホワイトカラ-cー01労la働r)者(White 
労働(単組b合o構o成o人員〉数 I 組(織化可能な〉料 I 組織率位1 単位1000人 広 労働〈単組位合1構00成0人員〉数 I 組織化可能な数fl 組織率(単位1000人 M 
1968 6636.9 13322 49.8 3056.0 9381 32.6 
1970 7095.0 12852 55.2 3533.0 9688 36.5 
1973 6968.9 12468 55.9 3966.3 10266 38.6 
1974 7082.3 12362 57.3 4130.8 10458 39.5 
1975 7112. 1 12327 57.7 4488.8 10715 41. 9 
1976 7321. 6 12322 59.4 4632.3 11004 42.1 
1977 7445.3 12265 60. 7 4837.9 11251 43.0 
1978 7549.7 12168 62.0 5029.1 11467 43.9 
1979 7577.5 12035 63.0 5124.7 11652 44.0 
〈出所) R. Hyman, The Political Economy ollndustrial Relations ,' Theory and Practicein a Cold 
Climate, Macm i11an, 1989, p.234. 
次に，女子労働従事者・ホワイトカラー労働者の組合員数・組合組織率の増大をもたらした
経済・就業構造の変化等の背景を探りたい。
まず，女子労働従事者の組合員数・組合組織率の増大をもたらした背景としては，①女子労
( 9 ) Richard Hym an, 0.ム ， cit, p.233-34. 
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働従事者数の増大，①産業・社会構造の変化にともなう女子労働の変化，①女子労働従事者の
意識面での前進，④労働組合の女子労働従事者の組織化への積極的な取り組み，①女子労働従
事者の利益の擁護に対する労働組合の積極的取り組み，①男女同一賃金法・性差別禁止法の制
定，などが考えられる。それでは，①~①の政治的・経済的背景について，見ることにしよう。
イギリスにおける女子労働従事者数は， 1951年に650万 6 千人であったが， 1981年には908万
5 千人に増加している。全労働者中に占める女子労働従事者の割合は， 1951年に31%であった
が， 1971年には， 37%に増加している。そして， 1979年には， 39.4%に達している。こうした
女子労働従事者の増大にともなって，労働者階級における女子労働従事者の内部構成比率も，
1960年には， 34 坊で、あったが， 80年には， 43 切に上昇していZ
こうした女子労働従事者の増大には，イギリスの産業・社会構造の急速な変化がある。女子
労働従事者の集中する産業部門は，繊維・衣服工業部門から流通・食品加工・金融・各種民間
サービス部門や公共サービス部門に移動するようになっ官:こうした就業構造の変化にともな
って，ホワイトカラー労働者内に占める女子労働従事者の内部構成比率も， 1960年の52.9%か
ら 80年には， 58.6%に増大しているし管理的職業従事者内に占める女子労働従事者の内部構
成比率も， 1960年の6.3% (内雇用者同率)から80年には， 22.7% (内雇用者19.2%) に増大
している。
次に，イギリスの労働組合の女子労働従事者の組織化に見ることにしよう。イギリス労働組
合は，早くから増大してきた女子労働従事者の組合への組織化の歴史は古く， 19世紀にまでさ
かのぼる事ができる。 1874年，エンマ・パターソン夫人の尽力により設立された「婦人保護・
共済同盟 (Women's Protective and Provident League)J は，製本業， 帽子製造業，家具
製造業などの女子労働従事者の組合組織化をおこなっている。この「婦人保護・共済同盟」は，
後にTUC (労働組合会議〉の婦人部会となり，女子労働従事者の組合組織化の推進をすすめ
ることになる。しかしイギリスにおける 19世紀からの女子労働従事者の組合組織化の伝統に
反して，女子労働従事者の組合組織率は， 1970年代まで20%と低位でありつづけた。 TUC の
報告書「女子労働」は，組合の組織率が低位であった理由と Lて，女子労働従事者の階級意識
の低さをあげている。そのTUC の報告書では， 1960年代において，多くの女子労働従事者が，
(10) 高島道枝「現代パート労働の日英比較(上)J Ir経済学論纂.lI(中央大学経済学研究会〉第31巻第 1 ・
2 合併号， 1990年 3 ， 216ページ。
(1) 今井けい「イギリスにおける女性と労働J Ir賃金と社会保障.lI No. 988, 1988年 6 月、 67ページ。
(12) 石田和夫，前掲書， 157ページ参照。
(13 ) 今井けい，前掲書。
(14) 石田和夫，前掲書。
(15) 戦前のイギリスにおける女性労働運動に関する研究としては，今井けい 1M ・マ γ カーサーと 20世
紀初頭のイギリスにおける女性労働運動その 2J Ir大東文化大学紀要』第26号， 1987年 3 月， 51~73 
ベージ，などがある。
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男女同一賃金を要求しようとはしなかったとい史)しかし日60年代後半以降，フェミニズム
運動の高揚，女子のホワイトカラー労働者の増大，上級管理職への進出などによる社会的意識
の変化にともなって，女子労働従事者の意識も変化し組合への組織率は， 1970年以降， 30% 
を上回り， 1979年には，組合組織率は， 39.5%に達している。
こうした女子労働従事者の組合への加入の促進には，イギリス労働組合が積極的に女子労働
従事者の組織化をはかつてきたこともある;c 労働組合が男女同一賃金要求等の女子労働従事
者の組合員の利益を擁護・拡大する政策要求を展開した事も大きな誘因になっていと
次に，ホワイトカラー労働者の組合員数の増大・組合組織率の上昇の背景を，イギリスの諸
研究者の見解を通してみてみることにしたい。
ホワイトカラー労働者の組合員の増大の背景には，当然，ホワイトカラー労働者数自体の増
大がある。これまで，ホワイトカラー労働者の増大の背景としては，戦後の資本主義の進展，
とりわけ，科学技術革命の発展が，指摘されてきた。 J. コーエンは，戦後の発達した資本主
義の特徴を，国家独占資本主義の進展の結果，①国家の経済的・社会的問題への介入が増大し
たこと，②資本の集積，集中，独占企業の規模の急速な拡大がみられたこと，③この過程が科
学技術革命の成果の利用と結合されたこと，の中に見出し，これらの資本主義の新しい発展傾
向が，それ以前にはみられなかった科学，技術要員，管理・事務その他補助要員，サーピス産
業，広告，金融機関の被雇用者，国家・地方機関の被雇用者などのいわゆるホワイトカラー労
働者の著しい増大をもたらした事を指摘している。では，次に，イギリスにおいて，増大した
ホワイトカラー労働者の組織化が， 1960年以降，急速に進んだ背景について，イギリスの研究
者の見解の中から探る事にしたい。
G. ガーディナによれば，ホワイトカラー労働者の組合の組織率の上昇は，①イギリスの経
済的不安定性の増大によって，ホワイトカラー労働者の賃金労働者としての自覚が，高まった
結果であり，また，②多数の組合が，ホワイトカラー労働者の組織化の必要性を認めた結果で
あったという。
(16) Trades Union Congress, Women Workers, 1964, p.41. 
(1の イギリス労働組合運動が，早くから女子労働従事者の利益の擁護を，提唱・要求してきた経緯に関
する研究としては，小林巧「最近のイギリス婦人労働問題J Ii'経済集志~ (日本大学経済学研究，会
第35巻第 2 号， 1965年 6 月，などがある。
(α18的) H.Pel1山1ing
朔郎.大前真訳『新版イギリス労働組合運動史』東洋経済新報社， 1982年， 340"""'341ベージ。)
(19) ].Cohen,“Some Thoughts on The Workining Class Today" ,Marxism Today ,1973, Ocｭ
tober, pp.293-303. イギリスにおけるホワイトカラー労働者の増大とその階級帰属性に関しては，
石田和夫「イギリス資本主義とホワイトカラー労働」笹川儀三郎・石田和夫編『現代企業のホワイト
カラー労働下』大月書店， 1984年，参照。
(20) S.Aaronovitch,R.Smith.].Gardiner and R.Moore , The Political Economy 01 British Ca，ρital・
ism,McGraw-H i11, 1981,p.201. (田中農夫也，東郷久，豊田八宏，振津純雄，村上博訳『現代イギ
リス経済分析一一労働党代替経済戦略の立場から一一』昭和堂， 1987年， 402ページ。〉
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では G. ガーディナの見解を， ホワイトカラー労働者の組合組織化の歴史と照らし合わせ
て，考察したい。 1960年頃には，まだ，ホワイトカラー労働者の階級意識も低く，組合組織率
も低位であり，多くのホワイトカラー労働組合は， TUC にも加盟しておらず， ストライキ闘
争などの労働組合的な運動形態をとることは，むしろ例外であった。しかし 1960年代後半か
ら70年代におけて，ホワイトカラー労働者の組合組織化が急速に高まることになる。その理由
は，第一に，保守党政権下での政府・資本の攻撃に対して，ホワイトカラー労働者の階級意識
が高まり，ホワイトカラー労働者の労働運動の活発化をみせるとともに，地方および支部レベ
ルの組織活動が活発化し，多くのホワイトカラー労働者が，組合に加入するようになった事と，
第二に， 1960年代後半から，職務評価制度の導入などによって，職場・企業内交渉の必要性と
意義が増大したことによる。
次に，ホワイトカラー労働者の組合組織化への労働組合の取り組みについてみておきたい。
ホワイトカラー労働者の組合への組織化は，ホワイトカラー労働者の雇用の増加にともなって，
第一次世界大戦末までに，すでにイギリス労働組合の重要な課題になっていた。とくに， 1960 
年代以降，ブ、ルーカラー労働者の減少にともなって，将来，組合員数の減少を予想した各組合
(23) 
は，ホワイトカラー労働者の組織化を重要な課題として認識していたといえる。
また， H. クレッグは，多くのホワイトカラー労働者の組合への加入は，労働組合が組織化
に積極的に取り組んだ事によるものであるとともに，使用者のホワイトカラー組合への承認が，
大きな役割を果たしたと指摘している。クレッグは，その例として，製鋼業におけるホワイト
カラー労働組合運動の発展をあげている。 SIETA (鉄鋼業使用者団体〉が， ISTC (Iron and 
Steel Trades Confederation: 鉄鋼労働者連盟〉と，交渉をおこない， 1943年にホワイトカラ
(24) 
一組合を承認した結果，鉄鋼業では早くからホワイトカラー労働者の組織化がすすんだという。
また，労働党政権下における巨大企業の固有化政策も，ホワイトカラー労働者の組合への加
入を促進したといえる。 G. パンバーによれば， 1950年代における巨大企業の固有化は，短命
(21) 清野正義「イギリス労働組合運動の地殻変動J 11立命館産業社会論集~ (立命館大学産業社会学会〉
第30 ・ 31号， 1982年 3 月， 171ページ。
(22) 浅見和彦「ホワイトカラー・ユニオンの研究( 1 )J~ 賃金と社会保障~ No.. 971, 1987年10月， 48 
へーシ。
(23) H.A. Clegg, The Changing System o[ lndustrial Relations in Great Britain, Basil Blakwell, 
1979. p. 121. (牧野富夫・木暮雅夫・岩出博・山下幸司訳『イギリス労使関係制度の発展』ミネルヴ
ァ書房， 1988年， 130ページ。〉
1960年代後半からのホワイトカラー労働者の組合への組織化の状況を見ると，公共部門での組合組
織化は，確実な発展をとげている。 NUPE (全国公務員組合〉は， 1961年から 1979年にかけて組合員
を3.29倍に拡大してきたし， CPSA (国家公務員組合〉は同時期に1. 56倍に拡大している。また，民
間部門のホワイトカラの組織化をみると， ASTEMS (科学・技術・管理スタッフ組合〉は， 1971年
から 1979年にかけて，組合員を2.23倍に増大させており，民間部門においても，ホワイトカラーを包
摂する組合の構成員数の増大が，顕著である。
(The Government Statistical Servise, Social Trends No. 19,1989. p.179.) 
(24) Ibid. ， p ・ 130-131. (H. A. クレッグ著，前掲書， 135~136ページ。)
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ではあったが，ホワイトカラー労働組合主義の成長を幾分か促進したとし、う。そして， 1960年
代の再国有化によって，国有化企業におけるホワイトカラー組合が急成長をとげた。それは，
固有化法が，公社に，労働組合との交渉を義務づけたため，未組織であったホワイトカラー労
働者が，大量に組合に加入したからで、ぁ立
上記に見てきたイギリスの研究者の「ホワイトカラー労働者の組合への加入の増大に関する
見解」から，次の諸点が確認されよう。第一に，ホワイトカラー労働者の組合への組織化が，
労働党政権下で，政府の政策により積極的に後押しされたこと，第二に， 1960年代以降，経営
者側の職務評価制度の変更などの労務管理技法の変化と賃金ドリフトなどに見られる職場レベ
ルの労働運動の高まりによって，職場・企業レベルの労使交渉が重要となり，ホワイトカラー
労働組合の結成やホワイトカラー労働者の組合への参加をうながしたこと，第三に，経営者側
が労使関係管理の側面から，積極的に，ホワイトカラー労働組合を承認したこと，第四に，イ
ギリスの労働組合は， 1960年代初頭より，ホワイトカラー労働者の組合への組織化を課題とし
て認識し戦略的に取り組んできたことなどがあげられる。
本節では， 1960年から1979年にかけての女子の労働従事者・ホワイトカラー労働者の組合員
増大の背景を中心に見てきたが，次節では， 1979年以降のイギリスの労働組合の全構成員の減
少を引き起こした主要な経済的・政治的作用要因について，考慮をおこないたい。
IV. 1979年以降のイギリスの労働組合の構成員数の減少の作用要因
まず， 1979年12月から1983年12月にかけての TUC 傘下の組合員数の減少を，民間・公共
部門別に見るとともに，民間部門における組合員数の変化を，ホワイトカラー労働者・ブルー
カラー労働者別に考察することにしたい。その後に， 1979年以降のイギリスの労働組合の構成
員数の減少の主要な作用要因について考察することにしたい。
1979年以降の民間部門と公共部門の組合員数の増減を比較してみると，明らかに民間部門の
組合員数欲減少が，公共部門の組合員数の減少よりも，著しいことがわかる。公共部門におい
ては，減少率の高かった組合は，組合員数の比較的少ない組合であり，その結果，それらの組
合の組合員数の減少は小幅だった。また，組合員数の大きな国および地方公務員関連の組合は，
その組合員総数を， 1. 4% しか減少させていない。それに対して，民間部門の減少率の高い組
合は，一般労働のような組合員数の大きな組合が含まれており，その結果，これらの組合の組
合員の絶対数の減少は，著しいものとなっている。
次に，民間部門における組合員数の増減を，ホワイトカラー労働者・ブルーカラー労働者別
にみることにしたい。
ブルーカラー労働者の減少率の高かった組合としては，①海運・陸運関連労組，②一般労組，
(25) G.Bamber ,Militant Managers? : Managerial Unionism and lndustrial Relations,Gower ,1986, 
pp.24-25. 
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①建設業関連労組，①その他建設根関連労組，などがあり，いずれも，その組合員数の減少率
が， 20%を上回っていた。これに対して，ホワイトカラー労働者もブ、ルーカラー労働者の減少
率も高かった組合としては，一般労組などをあげることができょう。しかし，一般労組以外の
工業・商業・小売関連の組合でのホワイトカラー労働者の組合員数の減少率は， 10%台である
し金融機関労組やその他のサーピス関連機関のホワイトカラー労働者の組合員数は， 10%以
上の増大を示している(表 4 参照)。
表 4 : 1979年12月一 1983年12月でのTUC (イギリス労働組合会議〕傘下の組合の構成員数の変化
組合 の タ イ プ 1979年 1983年 |構成員の増減数|増 減 率
ブルーカラー労働者 (Mannal) 6956.9 5178.3 -1778.3 -25.4% 
一般労組内でのブルーカラー労働者 3325.0 2422.6 - 902 4 -27.1% 
鉄鋼関連労組 1 1587.8 1152.3 - 435.5 -27.4% 
その他製造業関連労組 11 1329.8 1052.8 - 277.1 -20.8% 
炭鉱業関連労組 ノア 289.4 240.7 -48.7 -16.8% 
建設業関連労組 グ 350.5 262.3 -88.2 -25.2% 
海運・陸運業関連労組 11 74.1 47.6 -26.4 -35.7% 
ホワイトカラー労働者 (Non -manual) 1695.5 1521. 0 - 174.5 -10.3% 
一般労組内でのホワイトカラー労働者 151. 2 100.2 -51.0 -33.7% 
工業関連労組 11 772.5 679.2 -93.3 -12.1% 
商業・小売関連労組 庁 492.5 425.5 -67.1 -13.6% 
金融関連労組 11 151. 8 176.0 24.1 15.9% 
その他サービス業関連労組 ノア 127.4 140.3 10.1% 
公共部門の労働従事者 3520.5 3383.9 -136.6 -3.9% 
鉄道関連労組内での公共労働従事者 277.1 220.3 -56.7 -20.5% 
その他運送関連労組 " 39.5 28. 1 -11.4 -28.8% 郵便・電信・電話関連労組 庁 386.0 371.3 -14.7 -3.8% 
中央官庁・地方公共団体関連労組グ 2117.4 2087.5 -29.9 -1.4% 
教育関連労組 1 466.6 436.1 -30.5 -6.5% 
厚生調連労組 1/ 233.9 240.6 6. 7 2.9% 
TUCの全構成員数 山2・ 5 I -17.2% 
(出所) J. Visser, Eur~ρean Trade Union in Figures, Kluwer Law and Taxation Pubu1isher, 
1989. p.235. (単位 1000人〉
では，次に， 1979年以降のイギリスの労働組合の構成員数の減少の主要な作用要因について
考察をおこなうことにしたい。 1979年以降のイギリスの労働組合の構成員数の減少の主要な作
用要因としては，次のような(1)経済的作用要因(製造部門の労働従事者数の減少とサーピス部
門の労働従事者数の増大といった就業構造の変化，著しい失業者数の増大，著しく増大しつつ
あるパートタイマーや臨時的労働者への組合の組織化の遅れ〕と (2)政治的作用要因(保守政権
による労働組合政策)などが考えられる。
( 1 ) 経済的作用要因
まず， 1979年以降のイギリスの就業構造の変化をみることにしたい。イギリスの製造部門の
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労働従事者数は， 1979年に725万 3 千人であったが， 1988年には， 509万 7 千人に減少してい
る。これに対して，イギリスのサーピス部門の労働従事者は， 1979年に1358万人であったが，
1988年には， 1521万 2 千人に増大している。また，公共部門(国及び地方政府・教育・医療・
電信・電話サーピス等各部門〉の労働従事者は， 1966年から 1979 年にかけては，大幅な増加
がみられたが， 1979年以降は，全体的には減少傾向に転じ 79年から87年にかけて， 約 100万
人の減少がみられた (1979年;約740万人， 1987年; 640万人〉。 こうした事は， 組合組織率の
高かった製造部門の労働従事者数の激減を示すものであるとともに，これまで組合の組織率の
同じく高かった公共部門の減少と従来組合の組織率の低かった民間サービス部門の労働従事者
数の激増を示すものである。
また，上記のような製造部門と公共部門の労働従事者数の減少は，直接的には，サッチャ一
政権下における大規模な製造部門の合理化の結果としての製造業における雇用の減少と公共部
門における雇用増の停止・縮小ゃ，公営企業の民営化や削減・合理化によるもので、ぁ宗
では，製造部門の大企業の合理化の状況についてふれたい。マックインの調査によれば，
1979年には，製造部門に 2 万以上の雇用する34の民間・公営大企業の労働従事者総数は，製造
部門の全雇用総数の23%を占めていた。しかし， 1983年には， 34の大企業は，吸収・合併等に
よっては， 23に減少するとともに，その労働従事者総数も，製造部門の全雇用総数の19%を占
(28) 
めるにすぎなくなった。また， 1978年から1983年にかけてのイギリスの民間製造企業の上位50
社のうちの45社の雇用総労働者数の推移をみると，この期間に， 30万7200人減少して， 126万
3400人となったが，海外における雇用総労働者数は 3 万8000人ふえて， 80万3000人に達して
いる。また，イギリスでは，サッチャ一保守政権による経済政策によって， 1979年以降，公営
企業の閉鎖・民営化がすすみ， 1979年に， 2065社あったが，公営企業が， 1985年には， 1262社
にまで減少している。公営大企業の合理化の状況をみると，イギリス鉄鋼公社 (BSE) は，人
員削減・合理化の結果， 1977年時点で19万7000人であった従業員総数が 1984年には 7 万
1000人に減少している。このような公営企業の人員削減・合理化にともなって，公営企業の総
労働従事者数は， 1979年の約210万人から1987年の約100万人にまで減少した。
次に，イギリスの失業者数の状況を見たい。イギリスの失業者数は， 70年代にはいってから
増加傾向を示し， 1974年からは目立って増え， 1979年以降は，イギリス史上かつてみないテン
(26) The Government Statistical Servise ，~ρ.cit. ，PP.72-73 
(27) 舟橋道編著，前掲書， 205ページ。
(28) J.Maclnnes , Thatcherism at work,Open University Press ,1987,P.77. 
(29) 舟橋道編著，前掲書， 222~223ページ。
(30) J.Maclnnes，oþ.cit. ，p ・ 78.
(31) 戸塚秀夫・兵藤剣・菊地光造・石田光男『現代イギリスの労使関係 下』東京大学出版会， 1988年，
281ページ。
(32) The Goverment Statistical Servise ， ~ρ.cit. ，p・ 72.
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ポで急増し， 1983年には， 300万人をこえる失業者が存在していた。それが，ょうやく 87年以
来，減少傾向に転じ 89年 8 月には， 174万人に減少した。しかし 90年以降，失業者数は再
び増大し， 1993年 1 月には，イギリスの失業者数は305万人，失業率は， 10.5%に達した。 し
かも，イギリスの失業状況には，地域によってかなりの格差がある。例えば，失業率 3%以下
というオックスフォードやケンブリッジといった地区がある反面， リパプールやグラスゴーの
ような13%以上の地区も存在する。問題は，失業率が， 10%以上を上回る地域の多くが，イギ
(34) 
リスの労働組合運動が伝統的に盛んな地域である点にある。
次に， 80年代のイギリスにおけるパータタイマーや臨時的労働者の増大について，みてみる
ことにしたい。イギリスにおいて， 1981年から85年にかけて，臨時的労働者が，約70万人 (81
年の62万1000人から85年に131万400人)，また，パートタイマーが，約30万人 (81 年の 418 万
4000人から85年の447万5000人〉増大している。問題は，こうした増大してきた臨時的労働者
やパートタイマーの組合への組織化が，フルタイマーに比べて遅れている点にある。 1984年の
「職場労使関係調査」によれば，イギリス全体の労働者において，フルタイマーの組織率は，
62%であったのに対し，パートタイマーの組織率は， 43%にとどまっている。
(2) 政治的作用要因
次に，政治的作用要因である保守政権による労働組合政策はについて，ふれたい。保守政権
は， 1979年の政権獲得以来，巨大化しすぎた労働組合の存在こそが，イギリスの市場機能を阻
害している根本的阻害要因であると主張して， 80年および82年の「雇用法改正j , 84年の「労
働組合法改正j， 88年及び90年「雇用法改正j， 93年の「労働組合法の再改正」などの法的規制等
によって，労働組合運動の抑制につとめてきた。
80年および82年の「雇用法改正」では，労働組合員以外の労働従事者の雇用を制限するクロ
ーズド・ショップ協定に，大幅な制限が，法的に加えられた。その結果，雇用者が，労働組合
員以外の労働従事者を，雇用することが，容易になったといえる。 84年の「労働組合法改正」
では，正当な手続きに基づく事前機密投票によらない争議行為を禁止した。更に， 88年の「雇
用法改正」では，新たな職場組織や下部機関が要請する争議行為の組合本部による公認につい
ても，組合員による機密投票が課せられることになった。この84年法・ 88年法の改正によって，
イギリスの労働組合組織は， I非公認スト」の組合公認、化が困難となった。また， 1984 年の
「労働組合法の改正」では，組合執行委員会メンバーの選挙について定期的な機密投票による
選挙を義務づけられた。 90年の「雇用法の改正」では，組合役員，ショップスチュアード，諸
(33) rì海外労働時報J NO.200 , 1993年 3 月
(34) "Labour Markets:Tighter but Uneven Changeヘ IDS R，φort No.548 , 1989, JulY,Pp.25 
3. 
(35) 伍賀一道『現代資本主義と不安定就業問題』お茶の水書房， 1988年， 365"-'367ページ参照。
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委員会・クやループなどの組織した争議行為について責任を問えるものとされ立)
そして， 1993年 6 月に，議会で、承認された「労働組合法の再改正」は，それまで 7 回の労働
法の改正をより推し進めるものであり，イギリスの労働組合組織・労働者に大きな影響を与え
た。 1993年の立法の要点は，①賃金委員会 (wage concils) の廃止，②組合費の徴収制度の
変更，①郵送によるストライキ実施投票の義務づけ，④従業員による参加組合の任意選択，入
会退会の自由の保障，⑤団体交渉時に労使問調整を実施する労使助言仲裁委員会 (ACAS) の
縮小，@労働組合を中心とする団結権・団体交渉権の制限があげられる。
①に関して言えば，賃金委員会は，最低賃金水準の決定という役割を担ってきた。そして，
これにより，未組織労働者の賃金水準を保障してきたが， 1993年の立法において，崩されてし
まったのである。②の組合費の徴収は，従来，給料から天引きされ，引き落としの手続きは，
実質的には自動的に更新されてきた。これに対して，今回の改正では，組合費の引き落としの
更新の確認が，三年毎に経営者によって，個々の従業員に対してなされることとなった。この
引き落としの確認が制度化されることで，個々の組合員の費用負担が明示されることによって，
組合員の組合への参加をその度に問いただすことになった。④の従業員による参加組合の任意
選択によって，組合相互間での組合員の引き抜きを禁止したブライトリントン原則が無効化さ
れることになった。これによって，個々の労働者がいずれの労働組合に参加すべきかを調整す
るという，イギリスの組合の連合組織である労働組合会議 (TUC) の一つの重要な役割が，
失われることとなった。③の団結権・団体交渉権の制限に関して言えば，今回の改正によって，
経営者側が，労使交渉の調整 (bargaining arrangement)の変更一一個別労使交渉 (personal
contacts) やシングル・ユニオン協定 を受け入れた従業員に対してより高い給与を支払う
ことが容認された。
TUC は，今回の労働組合立法は，労働者の団結権を侵害するものとして， LLO を通して
抗議していゆくことを検討している。また，この1993年の労働組合法の改正は，労働組合のみ
ならず，経営者側の一部も，労働組合の存続を脅かすだけではなく，健全な労使関係を阻害す
るものだと批判している。問題は，保守政権が，行き過ぎとも見られる 1993年の労働組合法の
再改正をなぜおこなったかにある。
その問題を探る上で，イギリスの保守政権の一連の労働法改正の戦略と狙いについてみてお
きたい。
まず，保守政権は，労働党・労働組合の反抗や社会的反応を考慮に入れて 8 回に及ぶ労働
(36) サッチャー保守政権による労使関係法の改革に関する我が国の研究としては，山田省三「サ γ チャ
一政権による労使関係と改革J W 日本労働協会雑誌』第30巻 2 ・ 3 号， 1988年 3 月，などがある。また，
雇用・労使関係法制の改定の内容に関しては， Kessler, S. and Bay1iss , F. , Comtemρorary British 
lndustrial Relations, Macmilan, 1992.; European lndustrial Relations Revieω， No.203, No.210, 
No.214, No.218, No.227. 
(3の 「海外労働時報J No.206 , 1933年 9 月。
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法改正を通して，徐々に，法改正を積み上げてゆく戦略をとってきた。これは， ヒース保守政
権における f1971年労使関係法」の失敗からの教訓であった。ヒース保守政権は，一度に包括
的でかつ全体的な労使関係法を成立させたが，強力な労働組合運動の抵抗と社会的批判の中で，
実際の労使関係の現場では，実行性を持ちえなかった。
そして，イギリスの保守政権は， 1992年末という EC 市場統合の開始が設定された時，今
後，イギリスの労使関係が後戻りできないレベルまでの「改革」を，課題として、労働組合法
の「改革」に取り組んできたと言える。なぜなら， EC 委員会は，強い社会民主主義的要素
と競争条件の均等を， EC 市場統合の前提とし， EC 域内を水準の高い労働法制度が統一化す
べく， fEC 社会憲章J (Social Charter 1989) とその「行動計画J (Action Programme) 
を採択している。それだけに，保守政権による 1993年の労働組合法の改正は， EC の市場統合
後，イギリスの労使関係が，再び元に戻らぬためのくさびと言える内容となったのである。
v. 労・資の戦略と取り組み
前章において， 1980年以降のイギリスの労働組合組織を取り巻く厳しい経済的・政治的状況
を見てきたが，このような政治的・経済的状況下において，労・資が，いかなる戦略及び取り
組みをおこなってきたかが，問題である。
まず，はじめに，イギリスの労働組合組織の戦略と取り組みについて，見るとことにしよう。
イギリスの労働組合組織は，イギリスの労働組合員総数が，減少する中にあって，労働組合員
獲得のための次のような取り組みをおこなってきた。
イギリスの労働組合組織は，労働組合構成員の減少や労働のフレキシィピリティの拡大，保
守政権の労働組合政策に対応して，組合の合併を， 1980年以降，戦略的に，盛んにおこなって
きた。組合は，こうした合併によっては，組合員数を一挙に拡大し財政的基盤を広げるととも
に，組合の規制しうる職域を拡大し，経営者側とより広範囲に，労使交渉を展開できるように
なる。しかしこうした組合の合併は，イギリスの伝統的な組合の行動パターンでもある。
1980年以降の組合合併の特徴は，①大型の組合どうしが合併しあう点と，①合併する組合の数
が急速に拡大してきた点にある。
(38) ヒース政権下における労使関係法の挫折に関する研究としては，栗田健『現代労使関係の構造』東
京大学出版会， 1978年，などがある。また，第二次世界大戦後のイギリスにおける労・資の対抗関係
による労働政策の形成については，戸塚秀夫「イギリス資本主義と労資関係」戸塚秀夫・徳永重良
『現代労働問題』有斐閣， 1977年，参照。
(39) イギリスの労働組合の連合組織である TUC (労働組合会議〉も， EC統合を通して，イギリス政
府が，フランス・ドイツレベルの労働法や労使関係法を採択すベく運動を展開している。 (Rφort げ
122ndAnnual Trade Union Congress， 1990，pp.163-243.) また， ECの「社会憲章J に対して，イ
ギリスとオランダを除く各国は，賛同している。 ECの「社会憲章」の内容とその受け入れに対する
各国の態度については，田中素香 WEC統合の進展開と欧州再編成』東洋経済社， 1991年， 119~26 
ページ参照。
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例えば， 1982年，印刷関連業種組合 (SOGAT) と全国印刷工業組合 (NATSOPA) とが
合併し (SOGAT 828) が結成されている。周年には，都市一般労組(GMWU)とボイラー製
造工・造船工組合 (ASB) が合併し，都市一般ボイラー製造関連労組 (GMBATU) が結成さ
れた。また，全国農業関連労組 (NUAAW) は，運輸一般労組 (TGWU) と合併した。 1985
年，郵便電信工組合 (POEU) と公共事業組合 (CPSA) の電信部門が合併し全国電信組合
が結成された。 1988年には，公務員組合 (CSUA) と全国官公職員組合 (SCPS) とが合併し，
全国公務員組合 (NCUPS) が結成された。周年，科学・技術・管理職組合 (ASTMS) と機
械業組合の技術・・監督者部門 (AUEW/T ASS) の二つのホワイトカラー組合が合併し，
製造業・科学・金融組合 (MSF) が結成され立:
上記のように政治的・経済的にも厳しい環境下で，イギリスの労働組合組織は，様々な戦略
と取り組みをおこなっているが，現状を大きく変えうるものは，見いだせていない。
次に， 1980年以降の資本の側の戦略と取り組みについて見ることにしよう。 1980年以降，イ
ギリスの企業経営者は，保守政権による労働組合政策に後押しされて，明確にイギリスの労働
組合運動と対峠する姿勢を明らかにした。 80年代前半において，注目を集めたのが， r力によ
る経営管理J (macho-management) であった。この「力による経営管理」は，労働組合と真
っ向から対立しその抵抗を打破して大規模な人員削減をおこない，職場の作業慣行や労使関
係の手続きや体系を変革するものであった。
例としては，タイムズをはじめとする新聞の編集・印刷システムの移行をめぐって従来交渉
関係にあった諸労働組合の交渉権を否定し， EETPU (電信・電気工組合〉のみを交渉相手に，
シングルユニオン協定を締結し新編集・印刷システムに強行的に移行した L. マードッグが，
その代表格と言えよう。その他にも， 80年の「鉄鋼の100日スト」において労働組合に対して
譲歩をおこなわず，後に，炭抗会社の会長となり 84年一85年の「炭抗スト」と対決したI.マ
クレガーなどがし、る。
こうした「力による経営経理」は， r無組合化J (non-unionism) 戦略に包摂されている。
「無組合化」戦略は，経営者側の職場統制力を回復し，経営者側が職場の労使関係レベルにお
いて，主導権を発揮するために，労働組合の職場統制力を無力化することが狙いである。イギ
リスにおいて，労働組合は， これまで，クローズド・ショップやショップ・ステュワードを基
盤として，デマケーションや強固な職場慣行を定着きせ，職場・職務統制力を維持してきた。
80年代の経済的・政治的に有効な環境下で，経営者側は，経営権を確立し労働組合との妥協
を拒否する姿勢を強めてきた。
(40) r訳者あとがき」牧野富夫・木暮雅夫・岩出博・山下幸司訳『イギリス労使関係制度の発展』 ミネ
ルヴァ書房， 1988年， 347~348ページ。
(41) 新聞・印刷業のニューズ・インターナショナルの「ウオ v ピング争議j に関しては， Linda Melv・
eern, The End o[ the Street, 1986. 
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こうした「無組合化J は，労・資の力関係によって，一部の団体交渉権を認めない「組合の
部分否認」からまったく組合の団体交渉権を認めない「組合の排除」まで，様々なバリエーシ
ョンをみせている。 r力による経営管理」は，この「組合の排除」戦略のひとつとして位置づ
けられている。
しかし 「力による経営管理」や「無組合化」戦略は，統計的に見ても，少数の事例であり，
イギリスの労使関係の流れとしては，支流と言える。イギリスの労使関係の流れの中で，労働
組合の承認と団体交渉機構の維持は，本流であり，今も維持されている。しかし経済的・政
治的な環境変化の中で，労・資の力のパランスが，保守政権成立後，崩れ，経営権の拡張のた
めの経営者側の様々な試みが，なされているのも，事実である。
イギリスの労働・労働組合運動を労使関係の基底的流れの変化の中から1980年以降の変化を
(43) 
見定める必要があろう 5
VI. 結びにかえて
以上， 1960年以降におけるイギリスの労働組合の構成員総数と組織率の増減とその作用要因
の解明を中心に見てきた。次に，明らかにしてきた諸点をもとに，イギリスの労働組合組織の
変化について，考察をおこないたい。
第ーに，イギリス経済の衰退・就業構造の変化にともなって，従来，強力な労働組合組織を
保持してきた石炭・鉄鋼・造船・海運などの産業の就業数が減少するとともに，それらの産業
の労働組合員数も減少するに至っている。そして，イギリスにおいて，それらの産業は，地域
的に集中しており， リパプールやグラスゴーでは，高い失業率が見られる。また， 日系製造企
業などの外資系製造企業は，労働組合組織の根強い地域を避けて，比較的労働力が安価でかつ
柔順な労働力の獲得Lやすい地域に進出している。しかも，イギリスの業種問での労働組合の
組織率を比較すると，商業・ホテル・看護・運輸等の就業人口が増大しつつある民間サーピス
部門での組合員数は低く，製造業などの失職者数の多い部門で組合員数が多い。今後，こうし
た民間サーピス部門等において，組合員数を増やすことができうるかが，イギリスの労働組合
の大きな課題である。
(42) イギリス企業における「力による経営管理」に関しては，岩出博『英国労務管理一一ーその歴史と現
代の課題一一一』有斐閣， 1991年， 109~11ページ;稲上毅『現代英国労働事情一一サッチャーイズム・
雇用・労使関係一一』東京大学出版会， 21~29ページ参照。経営側による労働組合の否認行動に関す
る研究としては、 Claydon，T. ， "Union Derecogniton in Britain in the1980"British Journal of 
lndustrial Relations,Vo1. 27 No. 2 ,1989,pp.214-224. 
(43) イギリスの労使関係の基底的な流れの変化を問題にした大量観察調査研究としては，次のような研
究がある。
Wi1im Brown (ed).. , The Changing Countours oj British lndustrial Relations, Basil Blackw司
e l1,1981. ;Mi11ward,N. ,Stevens ,M"British Workplace lndustrial Relations 1980-1984,Gower, 
1986; Marginson,P. ,Edwards ,P.K. ,Martion,R. ,Purce l1,J. ,Sisson, K. ,Beyond the Workρlace: 
M 
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イギリスにおける労働組合組織の変化とその経済的・政治的作用要因
第二に， 1980年以降，イギリスの全労働組合の構成員数・組織率は，減少の一途をただって
いる。これは， 13年間連続して減少してきたことになる。労働者の組織率は， 79年の53%をピ
ークに， 91年には， 37%にまで落ち込んでいる。これは， 350 万人以上の組合員数の減少であ
る。憂慮すべき点は，近年の減少傾向が，従来と違い，長期間にわたり一貫して減少傾向を示
L続けていることにある。
第三に，イギリスの全労働組合構成員数・組織率の減少は，イギリスの労働組合運動の力が，
相対的に低下してきた事を示している。しかしそれは，短絡的に，労使交渉における労働組
合の力の低下を意味するものではない。なぜなら，組織率の低下や構成員数の減少が，個々の
労働組合組織の職務統制力の低下や企業内労働組合組織の整序性の低下には，結びつかない側
面が，あるからである。
第四に，ホワイトカラー労働組合の性格とその構成員の多様性から，増大したホワイトカラ
ー労働組合の政策・要求は，イギリスの伝統的なブルーカラーの労働組合に比べて，ばらつき
が見られる。また，ホワイトカラー労働組合は，合併を繰り返すとともに，その政策や要求も，
時によって変化しており，現在は過渡的な状況と言える。それだけに，今後，ホワイトカラー
労働組合が，階級的な統一的視座を持ちうるかについては，長期の観察期間を必要としよう:
第五に，イギリスの保守政権は，労働法の改正を通して，労働組合の政治活動を禁じるとと
もに，労働組合の経済闘争に対しでも様々な規制の枠を設けている。こうした保守政権の労働
組合政策の狙いは，労働組合を，賃金や労働時間といった経済的諸問題のみを取り扱う「労働
市場における労働商品の売り手としても組織体」に役割を限定させる点にある。しかしこう
した保守政権による労働法の改正が，現実のイギリスの産業や企業において有効性を持ちうる
かは，個々の産業・企業・職場レベルの労・資の力関係に規定されている。それだけに保守政
権の労働組合政策が，どのレベルまで有効に貫徹されているかを判断するには，多くの実証的
研究が必要となろう。
(44) イギリスの企業において，管理の強化，労働慣行の変更，さまざまな形態の労働の「柔軟性」の追
求によって，労働組合とステュワードの影響力は弱められたものの，既存の団体交渉システムは維持
されており，労働組合やステュワードの戦闘性も失われたとはし、L、がたい。
(今回治 rME技術革新と作業組織の変化J 長谷川治清・渡辺峻・安井恒則編，前掲書， 134~53ペ
ージ参照。〉
保守政権下において，イギリスの労働組合が，組織率や構成員数を減少や，影響力を低下させつつも，
一定の職務統制力や組織の整序性を維持しつつあることを，明らかにした研究としては，次のような
パツットンの研究がある。 Batstone ，E. ，Working Order : Work?ace lndustrial Relations over Two 
decades,BIackwe l1, 1984. 
(45) ホワイトカラー組合には，様々な職種・職階のホワイトカラー労働者を包摂するASTEMS (科学・
技術・管理スタッフ組合〉のような大組合や，類似的な職種や職階によって構成されるBACM (イギ
リス炭鉱管理者組合〉や SIMA (鉄鋼産業管理者組合〕などの管理職組合や UKAPE (イギリス専門
技師組合〉やAPST (専門科学者・技術者組合〉などの専門職組合などがあり，それらの組合の性格
を政策・利害も，実に多様である。 (G.Bamber， oρ.cit. ， pp. 1-15) 
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第六に，イギリスの労働組合組織の構成員数や組織率は，時の政権の政策や交際的な政治状
況によっても大きく左右される要素をもっている。特に， EC 統合下における EC 政府から
イギリス政府への「労働憲章」受け入れの圧力が強まることが予想される。それだけに，長期
的に見れば，今後の政治状況如何によって，イギリスの労働組合組織の構成員数や組織率が上
昇に転ずる可能性もあろう。
第七に，構成員数の減少や組織率の低下の中，イギリスの肥大した労働組合組織の中の労働
者の官僚化・貴族化の問題が問い直されており，労働組合員の諸欲求に答えうる組合の民主化
や組合政策の変更が求められている。こうした個々の労働組合員の欲求に対して，適切に応え
ることができるかどうかが，イギリスの労働組合に関われている大きな問題といえよう。
以上，イギリスの労働組合組織の変化に関して，若干の考察をおこなってきた。次の今後の
研究課題に関して明らかにしておきたい。
まず，第一に，イギリスの労働組合運動や労使関係の規定的変容の一端を明らかにするため
に，イギリスの労組関係に関する大量観察調査研究の紹介・検討をおこないたい。そこでは，
1979年の保守政権成立以前とそれ以降のイギリス企業における労使関係管理の進展と労使交渉
形態の変化を考察したい。
第二に，イギリス企業(特に在英日系製造企業)のシングル・ユニオン協定に関して，イギ
リスの実態調査の紹介・検討を通して，考察したい。この研究では，幾つかの研究領域が交錯
しており，多くの諸点を解明する必要があろう。その研究領域とは，ひとつは，イギリスの労
働組合運動・労使関係研究であり， シンクゃル・ユニオン協定を，イギリスの労働・労働組合運
動の流れの中で，どのように位置づけるかが，間われることとなる。もうひとつの研究領域は，
日英国際比較労使関係研究であり，イギリスのシング、ル・ユニオン協定に見られる企業内労使
関係の公式化が， 日本の企業内労働組合制度に，どう類似化しつつあるのかを解明することで
ある。さらにもうひとつの研究領域としては， 日本的生産システム論の中で，在英日系製造企
業におけるシングル・ユニオン協定等の労使関係が， 日本的生産システムを支えるためにどの
ように機能しているかを解明することである。
(46) 保守政権の労働法改革は，イギリスの労働組合活動を，賃金・労働時間といった一部分の経済闘争
に限定するとともに，その経済闘争にも，規制を設けている。労働組合運動における経済闘争と政治
闘争は，相互に促進し支えあう関係にあり，労働組合法によって，政治闘争が禁止され，経済闘争が
抑制されることは，労働組合運動の発展・方向性を査めることとなる。(掘江正規編「労働組合運動
の理論⑥』大月書店， 1982年〕
(47) イギリスの労働組合の中には，職場レベルにおける労働組合員の要求をくみあげるべき方向を見せ
ている労働組合もある。そうしたイギリスの労働組合では，組合内の民主主義構造を時代に適応した
ものにし，組合員とのコミュニケーションを発展させ，組合員に対する拡大に努めている。(リチヤ
ード・ハイマン，山本興治訳「サッチャ一政権下のイギリス労働組合J IF賃金と社会保障.lI No.1037 , 
1990年 7 月，参照。)
(48) 今後の労働組合・労使関係に関する経営経済学的分析では，政治経済学における経済法則を基礎に
して，労働組合・労使関係の経済的特質を，解明することが重要である。(海道進『経営労働論 第
一巻方法論(上).lI千倉書房， 1976年， 206~207ページ参照。)
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